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はじめに

わが国の農業は、これまで家業としての農業が主流で、簿記記帳も税務申告を目的とす

るものでした。しかしながら、農業従事者の高齢化や耕作放棄地の拡大など、わが国の農

業の課題が浮き彫りになるなか、農業経営の変革が求められています。一方、農業に経営

として取り組む農業者も徐々に増えてきており、農業経営の法人化や ６次産業化が着実に

すすみつつあります。

当協会は、わが国の農業経営の発展に寄与することを目的として平成 ５年 ８月に任意組

織として発足し、平成22年 ４ 月に一般社団法人へ組織変更いたしました。これまで、当協

会では農業経営における税務問題などに対応できる専門コンサルタントの育成に取り組む

とともに、その事業の １つとして農業簿記検定に取り組んできており、このたびその教科

書として本書を作成いたしました。

本来、簿記記帳は税務申告のためにだけあるのではなく、記帳で得られる情報を経営判

断に活用することが大切です。記帳の結果、作成される貸借対照表や損益計算書などの財

務諸表から問題点を把握し、農業経営の発展のカギを見つけることがこれからの農業経営

にとって重要となります。

本書が、農業経営の発展の礎となる農業簿記の普及に寄与するとともに、広く農業を支

援する方々の農業への理解の一助となれば幸いです。

一般社団法人 全国農業経営コンサルタント協会

会長　　森　剛一
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第１章　農業簿記の基礎

⑴　農業簿記と原価計算

１．農業簿記

農業簿記とは、農企業（農業）に適用される簿記をいう。農企業は、種苗・素畜（もと

ちく）、肥料・飼料、農薬などの材料や労働力、機械施設などを購入し、これらを消費す

ることによって製品（農畜産物）を製造し、さらにそれを販売して利益を獲得することを

目的とした企業である。

企業には、小売業や製造業などさまざまな業種がある。このような業種の違いに応じて

簿記の内容も異なることになる。簿記の種類にはさまざまあるが、主なものとしては商業

簿記と工業簿記がある。農業も生産工程をともなうため、農業簿記は工業簿記に準じた仕

組みになっている。

農業簿記によって記録、計算される農企業の経営活動を図に示すと次のようになる。

購買活動
（外部活動） → 生産活動

（内部活動） → 販売活動
（外部活動）

材料 生産設備 製品

労働力

なお、農企業における農業簿記の特徴は、生産活動の記録を行うことである。

２ ．原価計算

商企業の商品の原価（購入するためにかかった金額）は、仕入先からの請求書などに

よって把握できるが、工企業や農企業の製品の原価（製造するためにかかった金額）は、

自ら計算しなければならず、容易に知ることはできない。したがって、工企業や農企業で

は、製品の原価を計算することが重要な課題となり、この計算手続きを原価計算という。



− ５ −

第１章　農業簿記の基礎

商　品
製　品

農企業は、原価計算を行うことによってさまざまな情報を得ることができるが、その情

報（原価計算の目的）には、次のようなものがある。

①　公開財務諸表作成目的

原価計算の目的の第 １は、財務諸表を作成するのに必要な資料を提供することである。

農企業においても、一定期間の経営成績と一定期日の財政状態を明らかにするために損益

計算書および貸借対照表を作成する。これらの損益計算書に記載する売上原価や貸借対照

表に記載する製品などの金額に関する資料を原価計算が提供する。

損益計算書売上原価

貸借対照表製　　品
販売 在庫

②　原価管理目的

原価計算の目的の第 ２は、製品をより安く効率的に製造するために必要な資料を提供す

ることである。農企業が製品をより安く効率的に製造するためには、あらかじめ「製品は

いくらで製造すべきか」を定めておき、これに対して実際に「製品を製造するのにいくら

かかったか」を計算する。そして両者を比較して、その差の原因を分析して、原価を削減

する。この原価管理に必要な資料を原価計算が提供する。
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う～ん…
比　較安くつくるためには…

目標額 実際額

③　利益計画目的

原価計算の目的の第 ３は、企業の利益計画に必要な資料を提供することである。企業を

維持・発展させるためには、あらかじめ「これだけの利益を獲得するにはどのような生産

販売活動を行えばよいか」を計画し、実行する。この利益計画に必要な資料を原価計算が

提供する。

目標利益を
獲得するには…

あれも…

生産計画

販売計画これも…
よーく考えないと…

10000

10000

10000

10000

10000

10000

３ ．農業簿記と原価計算の関係

原価計算は、種々の目的を達成するために製品の原価を計算し、農業簿記は、その計算

された結果を複式簿記の原理に基づいて帳簿に記入する。具体的には、原価計算によって

計算された期末の仕掛品や製品の原価が売上原価や期末棚卸高として当期の損益計算書に

おいて計上されるとともに、期末棚卸高は貸借対照表に資産として計上されて翌期に繰り

越されることになる。つまり、農業簿記は、原価計算の手続きなしで記録に必要な資料を

得ることはできない。また、原価計算は、農業簿記から基礎資料を受け取ることにより、

その目的を達成することができる。
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⑵　原価

１．原価

原価は、製造原価を意味する場合と、製造原価に販売費及び一般管理費を加えた総原価

を意味する場合がある。

製 造 原 価 製品を製造するためにかかった費用

総 原 価 販 売 費 製品の販売のためにかかった費用

一般管理費 企業全般の管理のためにかかった費用

水田 販売所 本社

製 造 原 価 販 売 費 一般管理費

次の項目のうち、製造原価には○、販売費には△、一般管理費には×をつけなさ

い。

１．水稲の機械にかかる固定資産税 （○） ２．販売所の従業員の給料 （△）

３．水稲部門の従業員の給料 （○） ４．新製品発表会の費用 （△）

５．本社建物の減価償却費 （×） ６．水稲の農薬費 （○）

また、製造原価、販売費及び一般管理費以外の費用を非原価項目といい、支払利息や固

定資産売却損などがある。

【範例】
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２ ．製造原価の分類

製造原価は、その構成内容により、次のように分類される。

①　形態別分類

製造原価は、その発生形態により、材料費、労務費、経費に分類される。

Ａ．材料費

製品の製造のために要した物品の消費高

Ｂ．労務費

製品の製造のために要した労働力の消費高

Ｃ．経費

製品の製造のために要した物品や労働力以外の消費高

②　製品（仕掛品・育成仮勘定）との関連における分類（直接費・間接費）

製品および仕掛品、育成仮勘定（以下「製品等」という。）との関連における分類とは、

製品等に対する原価発生の態様、すなわち原価の発生が一定単位の製品の生成に関して直

接的に認識されるかどうかの性質上の区別による分類であり、原価要素は、この分類基準

によってこれを直接費と間接費とに分類する。

イ　直接費は、これを直接材料費、直接労務費および直接経費に分類し、さらに適当に

細分する。

ロ　間接費は、これを間接材料費、間接労務費および間接経費に分類し、さらに適当に

細分する。

販 売 費

総 原 価

一般管理費

製造間接費

製 造 原 価
直接材料費

製造直接費直接労務費

直 接 経 費

必要ある場合には、直接材料費以外の原価要素を総括して、これを加工費として分類す

ることができる。

③　生産規模との関連における分類

生産規模との関連における分類とは、生産規模の増減に対する原価発生の態様による分

類であり、原価要素は、この分類基準によってこれを固定費と変動費とに分類する。生産

規模とは、耕種農業においては作付面積、畜産農業においては飼養頭羽数などをいう。

なお、工業簿記では操業度、一般には売上高との関連によって変動費と固定費を分類す
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るが、農業では作況や市況によって売上高が変動するので、売上高を基準とした場合、変

動費に該当するのは、販売手数料だけになってしまう。このため、農業簿記の場合、売上

高ではなく、作付面積や飼養頭羽数などの生産規模を基準とする。

イ　変動費

生産規模の増減に応じて比例的に増減する原価要素をいう。

たとえば、肥料費・飼料費といった材料費などがある。

ロ　固定費

生産規模の増減にかかわらず変化しない原価要素をいう。

たとえば、農具庫の減価償却費などがある。

ハ　準変動費

生産規模が零の段階でも一定額が発生し、同時に生産規模の増加に応じて比例的に増

加する原価要素をいう。

たとえば、動力光熱費のうちの電力料などがある。

ニ　準固定費

ある範囲内の生産規模の変化では固定的であり、これを超えると急増し、再び固定化

する原価要素をいう。

たとえば、農業機械の減価償却費などがある。

なお、農業では、限界利益（第１0章で説明する）の算出において、売上高の代わりに変

動益の概念を用いることに留意する。変動益とは、生産規模の増減に応じて比例的に増減

する収益をいい、変動益には営業収益に属する項目のほか、作付助成収入が含まれる。

→　生産規模

変 動 費
原

　価

　↑

→　生産規模

準変動費
原

　価

　↑

→　生産規模

準固定費
原

　価

　↑

→　生産規模

固 定 費
原

　価

　↑

３ ．原価計算の手続き

原価計算は、費目別計算、部門別計算、製品別計算の計算段階を経て行われる。

①　費目別計算

一定期間における原価要素を費目別に分類測定する手続きである。

②　部門別計算

費目別計算において把握された原価要素を、部門別に分類集計する手続きである。
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③　製品別計算

原価要素を一定の製品単価に集計し、単位製品の製造原価を算定する手続きである。

第 1段階

費目別計算

第 2段階

部門別計算

第 3段階

製品別計算

例　外

原 則

４ ．製品別計算の方法

製品の生産形態（生産方法）には種々の方法があり、この生産形態の相違によって、個

別原価計算または総合原価計算のいずれかが適用される。

①　個別原価計算

個別原価計算は、種類を異にする製品を個別的に生産する生産形態に適用する。造船業

や産業機械製造業などの業種のほか、年 １作の耕種農業に用いられる。

②　総合原価計算

総合原価計算は、同種製品を反復連続的に生産する生産形態に適用する。工業では衣料

品製造業、製紙業などの業種に、農業では畜産農業、年数作の野菜作などに用いられる。

なお、個別原価計算および総合原価計算では製造原価の分類が異なり、その関係を示す

と次のようになる。

材　料　費
直接材料費

間接材料費

直接労務費

間接労務費

直 接 経 費

間 接 経 費

労　務　費

経　　　費

直接材料費

＜個別原価計算の場合＞ ＜総合原価計算の場合＞

加　工　費

５ ．原価計算期間

農業簿記においても、会計期間（通常は １年）における活動を記録するが、原価計算を

行うためには、この会計期間とは別に原価計算期間を設ける必要がある。
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⑴　個別原価計算の手続き

個別原価計算は、主に顧客の注文に応じて特定製品の製造を行うような個別受注生産形

態の製造業で適用される原価計算である。耕種農業では、同一の農産物を大量に生産する

が、稲作などでは作付けから収穫までの １作ごとの生産期間が決まっており、加工進捗度

による加工費の按分を行う必要がない。このため、稲作などの年 １作の耕種農業では特定

の農産物 １作を原価集計単位と考えて個別原価計算を適用する。

その計算手続きは以下のようになる。

①　農畜産物の生産計画

農企業では、市場の状況や農地などの経営規模によって農畜産物の生産計画を立てる。

②　生産指示書の発行

農畜産物の生産をするために、期間（原価計算期間）を区切って農産物の製造原価を計

算する必要がある。このため、生産指示書は、作目別に作付ごとに発行されることにな

る。なお、耕種農業では、作物の栽培期間などにより原価計算期間を定める。

③　原価計算表の発行

各生産指示書に基づいて、その指示書ごとに原価計算表を用意する。

この原価計算表は、製造原価を集計するための表であり、作目別に作付ごとに用意され

る。

④　農産物の生産

生産指示書の指示内容に従って、農産物の生産が行われる。

⑤　原価計算表の記入

各生産指示書ごとに用意された原価計算表に、各農産物を生産するのに要した原価を集

計する。

製造原価は製造直接費と製造間接費に区分され、集計される。製造直接費は、直接材料

費、直接労務費、直接経費からなり、製造間接費は、間接材料費、間接労務費、間接経費

からなる。どの農産物のために発生したかが認識、集計できる製造直接費については、各

生産指示書ごとに集計し（賦課）、どの農産物のために発生したかが認識、集計できない

製造間接費については、一定の基準によって各生産指示書に割り当てる計算を行う（配

賦）。

原価計算表の備考欄には、各農産物が原価計算期末において、いかなる状態のもとにあ

るかを記載することになる。
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⑵　個別原価計算の記帳体系

農業簿記では、生産活動を記録するために次のような勘定科目を設定する。

種苗費、素畜費、肥料費、飼料費、農薬費、諸材料費等、材料費の各勘定

賃金手当勘定

農具費、修繕費、動力光熱費、減価償却費等、経費の各勘定

製造間接費勘定

仕掛品勘定

製品勘定

育成仮勘定

売上原価勘定

直接材料費
間接材料費

購　入　額

材　料　費

直接労務費
間接労務費

支　払　額

賃 金 手 当

直 接 経 費
間 接 経 費

発　生　額

経　　　費 間接材料費
間接労務費
間 接 経 費

配　賦　額

製造間接費

売 上 原 価

売 上 原 価

完成品原価
直 接 経 費

直接材料費
直接労務費

製造間接費

仕　掛　品

農業簿記の記帳体系（個別原価計算）

売 上 原 価完成品原価

製　　　品

次の取引の仕訳と勘定への転記を行い、さらに指示書別原価計算表にも記入しなさ

い。

⑴　肥料70≤000円を掛で購入した。

（肥 料 費） 70≤000 （買 掛 金） 70≤000

⑵　購入した肥料のうち、直接材料費として生産指示書ジャガイモに１５≤000円、ニン

ジンに１２≤000円、タマネギに１0≤000円、および間接材料費として２３≤000円消費した。

（仕 掛 品） ３7≤000 （肥 料 費） ６0≤000

（製造間接費） ２３≤000

⑶　賃金手当9２≤000円から預り金１0≤000円を差し引き現金で支払った。

（賃 金 手 当） 9２≤000 （預 り 金） １0≤000

（現 金） 8２≤000

【範例】
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⑷　支払った賃金手当のうち、直接労務費として生産指示書ジャガイモに３0≤000円、ニ
ンジンに２４≤000円、タマネギに２0≤000円、および間接労務費として１8≤000円消費した。

（仕 掛 品） 7４≤000 （賃 金 手 当） 9２≤000

（製造間接費） １8≤000
⑸　経費４8≤000円を現金で支払った。

（経 費） ４8≤000 （現 金） ４8≤000
⑹　支払った経費のうち、直接経費として生産指示書ジャガイモに１0≤000円、および
間接経費として３8≤000円消費した。

（仕 掛 品） １0≤000 （経 費） ４8≤000

（製造間接費） ３8≤000
⑺　製造間接費79≤000円を、一定の基準によって生産指示書ジャガイモに３５≤000円、
ニンジンに２４≤000円、タマネギに２0≤000円配賦した。

（仕 掛 品） 79≤000 （製造間接費） 79≤000
⑻　生産指示書ジャガイモおよびニンジンを収穫した。なお、タマネギは月末現在未
収穫である。

（製 品） １５0≤000 （仕 掛 品） １５0≤000

70≤000

肥　　料　　費

⑴ 買 掛 金 37≤000

23≤000

⑵

〃

仕 掛 品

製造間接費

仕　　掛　　品

37≤000

74≤000

10≤000

79≤000

⑵

⑷

⑹

⑺

肥 料 費

賃 金 手 当

経 費

製造間接費

150≤000⑻ 製 品

10≤000

82≤000

賃　金　手　当

⑶

〃

預 り 金

現 金

74≤000

18≤000

⑷

〃

仕 掛 品

製造間接費

仕 掛 品

製造間接費

製 造 間 接 費

23≤000

18≤000

38≤000

⑵

⑷

⑹

肥 料 費

賃 金 手 当

経 費

79≤000⑺ 仕 掛 品

48≤000

経　　　　　費

⑸ 現 金 10≤000

38≤000

⑹

〃

指示書別原価計算表 （単位：円）

摘　　要 ジャガイモ ニンジン タマネギ 合　　計

直接材料費 １５≤000 １２≤000 １0≤000 ３7≤000

直接労務費 ３0≤000 ２４≤000 ２0≤000 7４≤000

直 接 経 費 １0≤000 ─ ─ １0≤000

製造間接費 ３５≤000 ２４≤000 ２0≤000 79≤000

合　　計 90≤000 ６0≤000 ５0≤000 ２00≤000

備 考 収 穫 収 穫 未 収 穫
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⑶　農業簿記の決算

農業簿記の決算は、 １会計期間を前提として会計期末に行われる年次決算が基本とな

る。これは、米や麦のように年 １作の作物が多いためである。ただし、野菜などの園芸作

物を栽培する農企業においては、四半期末に行われる四半期決算や毎月末に行われる月次

決算が採用される場合もある。

①　年次決算

年次決算では、 １会計期間の経営成績および会計期末の財政状態を明らかにする。

四半期決算または月次決算によらない場合は、すべての収益および費用の諸勘定を年次

損益勘定へ振り替えて締め切る。一方、四半期決算または月次決算による場合は、主たる

営業活動以外の活動によって生じた収益および費用の諸勘定を年次損益勘定へ振り替えて

締め切る。次に、年次損益勘定の差額（当期純利益）を繰越利益剰余金勘定へ振り替えて

年次損益勘定を締め切る。

費 用 勘 定

年　次　損　益

費用勘定

繰越利益剰余金
収益勘定

前期繰越

年次損益
次期繰越

剰余金の配当等

繰越利益剰余金

収 益 勘 定



− １６ −

第２章　農業簿記の記帳体系

②　四半期決算または月次決算

四半期決算または月次決算では、主たる営業活動（製造・販売・一般管理活動）の成果

を明らかにする。

主たる営業活動によって生じた収益および費用の諸勘定は、四半期末または月末残高を

四半期損益勘定または月次損益勘定へ振り替えて締め切る。次に、四半期損益勘定または

月次損益勘定の差額（営業利益）を年次損益勘定へ振り替えて四半期損益勘定または月次

損益勘定を締め切る。
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⑴　材料費会計

１．材料と材料費

材料費とは、物品の消費によって生ずる原価をいう。製品の製造のために消費される物

品を材料といい、その消費高が材料費となる。

材料の流れ

保管される

製造現場仕 入 先

倉　　庫

購 入 材料費の発生
庫 出

２ ．材料費の分類

①　形態別分類

農業簿記では、①生産過程で消費され、期末に在庫の棚卸しを行うもの、②純粋に変動

費としての性格を有するもの、を基準として材料費として計上する。農業簿記では、原価

構造を詳しく見るため、耕種農業および畜産農業など農業の種類別におおむね次のように

細分する。

Ａ．耕種農業

イ　種苗費

ロ　肥料費

ハ　農薬費

ニ　諸材料費

施設園芸の場合には、ハウスの暖房にかかる原価の費目として燃油費を追加することが

できる。

Ｂ．畜産農業

イ　素畜費

ロ　飼料費

ハ　敷料費

ニ　諸材料費
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原価要素は、これを原価部門に分類集計するにあたり、当該部門において発生したこと

が直接的に認識されるかどうかによって、部門個別費と部門共通費とに分類し、部門個別

費に該当する材料費を個別材料費という。農業簿記では、原則として個別材料費となり得

るものをもって材料費とする。たとえば、工業簿記において消耗工具器具備品費など部門

共通費となるものも材料費に分類するが、農業簿記では農具費は経費に分類する。

②　製品との関連における分類

材料費は、原価の発生が一定単位の製品の生成に関して直接的に認識されるかどうかに

より、直接材料費と間接材料費に分類される。

Ａ．直接材料費

直接材料費とは、原価の発生が一定単位の製品・仕掛品の生成に関して直接的に認識

される材料費をいう。農業簿記では、生産工程の始点で投入される種苗費および素畜費

が、原則として直接材料費に分類される。ただし、耕種農業の場合、作物や品種などの

作目ごとに設定した部門の期間生産量（同じ作物を １会計期間に ２回以上栽培する場合

にはその栽培ごとの生産量）が原価集計の単位となるため、肥料費や農薬費についても

直接材料費となることがある。一方、畜産農業の場合、家畜 １頭ごとを単位として原価

計算を行うため、直接材料費は素畜費に限定される。

Ｂ．間接材料費

間接材料費とは、原価の発生が一定単位の製品の生成に関して直接的に認識されない

材料費をいう。農業簿記では、畜産農業の場合、素畜費以外の材料費が間接材料費に分

類される。

⑵　材料の購入原価

１．材料の購入手続き

材料の購入手続きの一例を示すと次のようになる。

①　仕入係による購入注文

農畜産物の生産計画に基づいて、仕入係は、適当な仕入先を選択し、購入注文書によっ

て仕入先に材料の購入注文を行う。畜産農業では、飼料の在庫量を把握し、在庫が一定の

量まで減少した場合に材料の購入注文を行う。

②　仕入先からの材料の納品

購入注文書を受け取った仕入先より材料送り状（仕入先が発行した納品書）が添付され

て届けられ、検収係がチェック（材料の品質や数量に誤りがないかなど）のうえ、異常が

なければ材料が倉庫に納品される。



− ２0 −

第３章　材料費会計

③　材料の受入報告および記帳

検収係による材料のチェック内容は、会計係に報告され、会計係は、購入注文書、送り

状を照合したうえで、主要簿および補助簿に材料の受入記帳を行う。

材料の購入手続き

仕入係

検収係

検収報告書

会計係

仕
訳
帳

材
料
元
帳

総
勘
定
元
帳

⑴購入注文

⑵納品

⑶受入報告

⑷受入記帳

購入注文書

仕入先

送
り
状

２ ．材料の購入原価の計算と記帳

材料の購入原価は、購入代価に引取運賃、運送保険料、購入手数料などの付随費用を含

めて計算し、工業簿記では次のように仕訳する。

（材 料） ××× （買 掛 金） ×××

（未 払 金） ×××

農業簿記では、種苗、素畜など、購入後に倉庫などに保管せず、生産工程の始点で投入

されて消費される材料については、材料勘定を使用せず、種苗費などの勘定科目を用いて

次のように仕訳する。

（種 苗 費） ××× （買 掛 金） ×××

（未 払 金） ×××

また、農業簿記では、肥料、飼料などの間接材料費（加工費）のように棚卸計算法に

よって消費量を求める場合には、購入時に材料勘定を使用せず、肥料費などの勘定科目を

用いて次のように仕訳することができる。

（肥 料 費） ××× （買 掛 金） ×××

（未 払 金） ×××
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次の取引の仕訳と種苗費勘定への転記を行いなさい。

４月１0日�　コシヒカリの種籾を６0≤000円で購入し、代金は掛とした。なお、引取運

賃２≤000円は月末に支払うことにした。

（種 苗 費） ６２≤000 （買 掛 金） ６0≤000

（未 払 金） ２≤000

買 掛 金
未 払 金

60≤000
2≤000

※

※

種　　苗　　費

4 /10
　　〃

※　通常、農業簿記では「諸口」を使用せず、相手科目を記入する。

⑶　材料費の計算と記帳

１．材料の消費手続き

材料の消費手続きの一例を示すと次のようになる。

①　入出庫管理簿への記録

生産現場では、必要に応じて、肥料、農薬等などの材料を出庫し入出庫管理簿に記録す

る。

②　材料の出庫報告および記帳

会計係は、継続記録法による場合、入出庫管理簿に基づいて主要簿に材料の出庫に関す

る記帳を行う。また、原価計算係は直接材料費と間接材料費を計算し、補助簿への記入を

行う。

【範例】
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材料の消費手続き

⑴出庫請求

⑵材料の出庫

⑶出庫報告

倉庫係

会計係 原価計算係

製造現場の職長など

⑷出庫記入

原
価
元
帳

製
造
間
接
費
元
帳

仕
訳
帳

材
料
元
帳

総
勘
定
元
帳

２ ．材料費の計算と記帳

材料費は、直接材料費と間接材料費に分類し、実際の消費量に消費価格を乗じて計算

し、工業簿記では次のように仕訳する。

（仕 掛 品） ××× （材 料） ×××

（製造間接費） ×××

この場合、材料は、仕掛品の製造原価のうちの材料費の金額をあらわすが、材料費は次

の算式によって計算される。

材料費＝消費量×消費価格

農業簿記では、材料費は次のように仕訳する。（ここでは肥料費の例で示す）

（仕 掛 品） ××× （肥 料 費） ×××

（製造間接費） ×××

材料費の金額は次の算式によって計算される。

材料費＝期首材料棚卸高＋購入原価−期末材料棚卸高

また、間接材料費について製造間接費勘定を用いずに直接、仕掛品に配賦して原価計算

を行う場合には、次のように仕訳する。

（仕 掛 品） ××× （肥 料 費） ×××
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肥　料　費

貸借差額
購入原価

期末材料棚卸高

仕　掛　品

加　工　費

直接材料費

間接材料費

①　消費量の計算

消費量の計算方法には、継続記録法と棚卸計算法がある。

イ　継続記録法

継続記録法とは、材料の払出記録や使用記録に基づいて実際の消費量を計算する方法

をいう。

継続記録法では、材料の購入、出庫のつど、材料元帳にその数量を継続的に記録する

ため、常に帳簿棚卸量が明らかになる。継続記録法では、帳簿棚卸量と実地棚卸量とを

比較することによって、棚卸減耗を把握することができる。

ロ　棚卸計算法

棚卸計算法とは、実地棚卸によって消費量を計算する方法をいう。棚卸計算法では、

材料の受入量のみを材料元帳に記録する。

棚卸計算法では、消費量は次の算式によって計算される。

消費量＝期首（月初）棚卸量＋当期（当月）購入量−期末（月末）実地棚卸量

この方法は、払出記録をせず、消費量を差引計算で求めるため、その材料がどの製品

（仕掛品）に対して消費されたかが判明しない。このため、この棚卸計算法は、消費量を

継続記録法によって計算することが困難な材料や間接材料費など継続記録法による計算の

必要のない材料について適用される。

購入時に材料費の勘定科目を用いて仕訳をした場合には、材料の期末棚卸について、次

のように仕訳する。

（原 材 料） ××× （肥 料 費） ×××

月初棚卸量

棚卸計算法

当月購入量
受入量

月　　　末

実地棚卸量

実際消費量

何袋残って
いるかな…

倉庫
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実務においては、材料費の勘定を原材料勘定に振り替えず、期末材料の棚卸高に相当する額
を決算書において期末材料棚卸高によって控除する方法が一般的である。この場合、次のよう
に仕訳する。

（原 材 料） ××× （期末材料棚卸高） ×××

②　消費価格の計算

材料の消費価格は、原則として購入原価をもって計算する。購入原価は、同種材料でも

異なることがあるため、同種材料の購入原価が異なる場合、その消費価格の計算は、次の

ような方法による。

イ　先入先出法

先に購入したものを先に払い出したものと仮定して消費価格を計算する方法である。

ロ　移動平均法

材料を購入するつど平均単価を計算する方法である。

ハ　総平均法

一定期間の材料の平均単価を計算する方法である。

（平成２１年度税制改正により、税務上は、認められなくなった。）

ニ　個別法

個々の購入原価により消費価格を計算する方法である。

ホ　最終仕入原価法

期末棚卸金額について期末から最も近いときにおいて取得をした単価により計算し、

これと購入額との差額をもって消費価格とする方法である。税務上で認められた方法

で、棚卸資産の評価方法を選択しなかった場合に適用される。

③　材料の棚卸減耗の計算と記帳

棚卸減耗とは、材料の保管中になんらかの原因によって数量が減少することをいい、そ

の損失を棚卸減耗費という。この棚卸減耗費は、継続記録法を採用することによって明ら

かにされる帳簿棚卸高と実地棚卸高の差額として求められる。

棚卸減耗が材料の保管中に不可避的に発生
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

した場合は、その発生を製品の製造のため

に、材料を保管したことが原因であると考え、製造原価として次のように仕訳される。

（製造間接費） ××× （材 料） ×××

なお、月末実地棚卸高は材料勘定の「次月繰越」の金額となる。

実務における取扱い
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次の取引の仕訳を行い、さらに材料勘定への転記と締切りをしなさい。なお実際消

費量を、種苗は継続記録法、農薬は棚卸計算法によって計算し、消費価格を、種苗は

先入先出法、農薬は総平均法によって計算している。種苗費、農薬費はともに材料勘

定を用いて処理している。

５月 １日　前月繰越　　種苗　３00㎏　＠１５0円　４５≤000円

　　　　　　農薬　２00㎏　＠ ４0円　 8≤000円

8 日　種苗１２8≤000円（800㎏）を掛で購入した。

（材 料） １２8≤000 （買 掛 金） １２8≤000

１３日　種苗５５0㎏を生産指示書№ １に出庫した。

（仕 掛 品） 8５≤000 （材 料） 8５≤000

１8日　農薬１３≤５00円（３00㎏）を掛で購入した。

（材 料） １３≤５00 （買 掛 金） １３≤５00

２３日　種苗３00㎏を間接材料費として出庫した。

（製造間接費） ４8≤000 （材 料） ４8≤000

３１日　農薬の月末実地棚卸量は１５0㎏であり、間接材料費を計上した。

（製造間接費） １５≤0５0 （材 料） １５≤0５0

３１日�　種苗の月末実地棚卸量は２３0㎏であり、棚卸減耗費を計上した。なお、棚

卸減耗は保管中に不可避的に発生したものである。

（製造間接費） ３≤２00 （材 料） ３≤２00

前 月 繰 越
買 掛 金
買 掛 金

53≤000
128≤000
13≤500

194≤500

材　　　　　料

5 / 1
8
18

前 月 繰 越 43≤2506 / 1

仕 掛 品
製 造 間 接 費
製 造 間 接 費
製 造 間 接 費
次 月 繰 越

85≤000
48≤000
15≤050
3≤200
 43≤250
194≤500

5 /13
23
31
〃
〃

【範例】
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〈参　考〉

種　　　苗　直接材料費（ ５月１３日）

　　　３00㎏×＠１５0円＋２５0㎏×１２8≤000円800㎏ （＠１６0円）＝8５≤000円

　　間接材料費（ ５月２３日）

　　　３00㎏×＠１６0円＝４8≤000円

農　　　薬　間接材料費（ ５月３１日）

　　　（２00㎏＋３00㎏−１５0㎏）×8≤000円＋１３≤５00円２00㎏＋３00㎏ （＠４３円）＝１５≤0５0円

帳簿棚卸量　３00㎏＋800㎏−５５0㎏−３00㎏＝２５0㎏

棚卸減耗費　（２５0㎏−２３0㎏）×＠１６0円＝３≤２00円

（注）　種苗であっても、生産指示書別に把握されない場合は間接材料費となる。

④　予定消費価格による材料費の計算と記帳

材料費の計算は、「実際消費量×消費価格」という算式を用いて行われたが、消費価格

については、実際消費価格にかえて予定消費価格を採用することも認められている。

イ　予定消費価格

予定消費価格とは、将来の一定期間（通常は一会計期間）における実際の消費価格を

予想することによって定められた価格をいう。

ロ　予定消費価格を採用する理由

予定消費価格を採用する理由には、次のようなものがあげられる。

ａ．実際消費量が確定しても、実際消費価格が計算されるまで材料費が計算できないた

め、製品原価の計算が遅れる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

。そこで、予定消費価格を採用することによって計算の

迅速化を図ることができる。

会計係
原価計算係

もっと早く
消費価格が出ない
ものかしら…

製品原価の計算が
遅れるヨ～　　　
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ｂ．実際購入原価は、同一材料の場合でも異なることがあり、実際消費価格も異なって

くる。したがって、同じ製品を製造しても材料費が異なることになり、製品原価が変
4 4 4 4 4 4

動する
4 4 4

。そこで、予定消費価格を採用することによって農産物原価の変動性を排除す

ることができる。

同じ製品なのに
製品原価の変動がある
のではよくないな…

製造間接費
直 接 経 費
直接労務費
直接材料費
原価計算表

製造間接費
直 接 経 費
直接労務費

直接材料費

原価計算表

ハ　材料消費価格差異の計算

実際消費価格と予定消費価格が異なれば原価差異が発生する。この原価差異を材料消

費価格差異といい、次の算式で計算され、借方差異
4 4 4 4

または貸方差異
4 4 4 4

を明示しなければな

らない。

材料消費価格差異＝実際消費量×予定消費価格－実際消費量×実際消費価格

予　定＜実　際 ➡ 借方差異（原価差異の勘定の借方に記帳）

予　定＞実　際 ➡ 貸方差異（原価差異の勘定の貸方に記帳）

なお予定消費価格を採用した場合、次のように記帳される。

ａ．実際消費量×予定消費価格

（仕 掛 品） ××× （材 料） ×××

（製造間接費） ×××

ｂ．材料消費価格差異（借方差異の場合）

（材料消費価格差異） ××× （材 料） ×××
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材　　　料

実際消費量
×

予定消費価格
実際消費量
×

実際消費価格
材料消費価格差異

仕　掛　品

製造間接費

直接材料費

材料消費価格差異

借 方 差 異

間接材料費

原価計算表

予定消費価格で計算
された直接材料費の場合も、
適切な製造原価として
原価計算表に記入し、

集計される

①

②

ニ　材料消費価格差異の月末の処理

予定消費価格は、将来の一定期間（通常は一会計期間）の消費価格を予想して計算さ

れるため、その一定期間終了後に差異の調整が行われる。したがって、材料消費価格差

異は毎月末に翌月へ繰越される
4 4 4 4 4 4 4 4

。なお材料消費価格差異勘定は、次のように記帳され

る。

材 料 ×××
材料消費価格差異

×/31
前 月 繰 越 ××××/ 1

次 月 繰 越 ××××/31

次の取引の仕訳を行い、さらに材料勘定への転記と締切りをしなさい。当社は種苗

費を材料勘定を用いて処理している。なお、実際消費量を継続記録法、消費価格は予

定消費価格＠１５５円を採用している。また、月末において実際消費価格を先入先出法

によって計算している。

５月 １日　前月繰越　　種苗　３00㎏　＠１５0円　４５≤000円

8 日　種苗１２8≤000円（800㎏）を掛で購入した。

（材 料） １２8≤000 （買 掛 金） １２8≤000

１３日　種苗５５0㎏を生産指示書№ １に出庫した。

（仕 掛 品） 8５≤２５0 （材 料） 8５≤２５0

２３日　種苗３00㎏を間接材料費として出庫した。

（製造間接費） ４６≤５00 （材 料） ４６≤５00

３１日　種苗の材料消費価格差異を計上した。

（材料消費価格差異） １≤２５0 （材 料） １≤２５0

【範例】
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３１日　種苗の月末実地棚卸量は２３0㎏であり、棚卸減耗費を計上した。

（製造間接費） ３≤２00 （材 料） ３≤２00

前 月 繰 越
買 掛 金

45≤000
128≤000

173≤000

材　　　　　料

5 / 1
8

前 月 繰 越 36≤8006 / 1

仕 掛 品
製 造 間 接 費
材料消費価格差異
製 造 間 接 費
次 月 繰 越

85≤250
46≤500
1≤250
3≤200
 36≤800
173≤000

5 /13
23
31
〃
〃

〈参　考〉

予定消費価格による材料費

直接材料費（ ５月１３日） ５５0㎏×＠１５５円＝ 8５≤２５0円

間接材料費（ ５月２３日） ３00㎏×＠１５５円＝ ４６≤５00

合�計 １３１≤7５0円

実際消費価格による材料費

３00㎏×＠１５0円＋２５0㎏×１２8≤000円800㎏ （＠１６0円）＋３00㎏×
１２8≤000円
800㎏ （＠１６0円）

＝１３３≤000円

材料消費価格差異　１３１≤7５0円−１３３≤000円＝１≤２５0円（借方差異）

帳簿棚卸量　３00㎏＋800㎏−５５0㎏−３00㎏＝２５0㎏

棚卸減耗費　（２５0㎏−２３0㎏）×＠１６0円＝３≤２00円

（注）　種苗の月末棚卸高を計算する際、予定消費価格は使用せず実際購入価格で計算する。
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⑴　労務費会計

１．労務費

労務費とは、労務用役の消費によって生ずる原価をいう。

⑴消費

⑵支払い

労働力 労務費

２ ．労務費の分類

①　形態別分類

農業簿記では、おおむね次のように細分する。

イ　賃金手当

ロ　雑給

ハ　賞与

ニ　法定福利費

ホ　福利厚生費

ヘ　作業用衣料費

就業規則等の定めに基づく退職金などの退職給付制度を採用している農業法人において

は、退職給付引当金繰入額を追加する。中小企業退職金共済制度、特定退職金共済制度の

ように拠出以後に追加的な負担が生じない外部拠出型の制度については、当該制度に基づ

く要拠出額である掛金を福利厚生費に含めて処理する。

作業服等の購入費用について、中小企業一般においては福利厚生費に含めて処理する

が、農業においては作業用衣料費として独立した勘定科目を用いるのが一般的である。

②　製品との関連における分類

労務費は、原価の発生が一定単位の製品の生成に関して直接的に認識されるかどうかに

より、直接労務費と間接労務費に分類される。

Ａ．直接労務費

直接労務費とは、原価の発生が一定単位の製品の生成に関して直接的に認識される労

務費をいう。



− ３３ −

第４章　労務費会計

Ｂ．間接労務費

間接労務費とは、原価の発生が一定単位の製品の生成に関して直接的に認識されない

労務費をいう。農業簿記では、ほとんどの労務費が間接労務費に分類される。

⑵　賃金手当の支払額の計算と記帳

１．賃金手当の支払手続き

賃金手当の支払手続きの一例を示すと次のようになる。

①　就業時間の把握

出勤票（タイムカード）により、各作業員の就業時間（支払対象となる時間）を把握す

る。

②　給与計算係による給与計算表の作成

給与計算係は、作業員ごとの給与支払額を出勤票と賃金台帳に基づいて計算し、給与計

算表を作成する。なお、賃金台帳には、給与支払額の計算に必要な作業員別の時給（支払

賃率）などが記載されている。

③　作業員に対する給与の支給

給与支給日において給与計算表に基づき、作業員に給与が支給される。

④　給与の支給に関する記帳

会計係は、給与計算表に基づいて主要簿に給与の支給に関する記帳を行う。

賃
金
台
帳

仕
訳
帳

総
勘
定
元
帳

②
給与計算表の作成

③
給与の支給

④
給与の支給に
関する記帳

ご苦労さま！

８：15

ガチャッ

①
就業時間の把握

出勤票
（タイムカード）

給
与
計
算
表

給与計算係 会計係

賃金手当の支払手続き
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２ ．賃金手当の支払額の計算と記帳

①　賃金手当の支払額の計算と記帳

賃金手当の支払額を計算するための期間を給与計算期間といい、「毎月２0日締めの２５日

払い」などという場合は、前月２１日から当月２0日までが給与計算期間となる。

この給与計算期間によって計算された支払賃金に手当などを加えた金額を給与支給額と

いい、諸控除額（源泉所得税、社会保険料の従業員負担額）を差し引いて支給額を計算

し、次のように仕訳される。

（賃 金 手 当） ××× （預 り 金） ×××

（普 通 預 金） ×××

②　原価計算期間の要支払額

原価計算期間と給与計算期間が一致しない場合は、給与計算期間の支給総額に未払賃金

手当を考慮して原価計算期間の要支払額を計算する。なお、原価計算期間の要支払額を求

める算式を示すと次のようになる。

原価計算期間の要支払額＝給与計算期間の支給総額−前期末未払額＋当期末未払額

賃　金　手　当

給与計算期間の支給総額
（ 6 /21～ 7 /20）

当月末未払額
（ 7 /21～ 7 /31）

前月末未払額
（ 6 /21～ 6 /30）

原価計算期間の要支払額

（ 7 / 1～ 7 /31）

原価計算期間　 7 / 1～ 7 /31
給与計算期間　 6 /21～ 7 /20
の場合…

調
整

未払賃金手当がある場合は、賃金手当勘定と未払賃金手当（未払費用）勘定の ２つの勘

定を使用（ ２勘定制）し、次のように仕訳する。

①　前期末支払額（期首再振替仕訳）

（未 払 費 用） ××× （賃 金 手 当） ×××

②　給与計算期間の支給総額（給与支給日）

（賃 金 手 当） ××× （預 り 金） ×××

（普 通 預 金） ×××

③　当期末支払額（期末振替仕訳）

（賃 金 手 当） ××× （未 払 費 用） ×××
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②

賃 金 手 当

前月末未払額

未 払 費 用

前 月 繰 越前月末未払額

当月末未払額次 月 繰 越原価計算期間
の要支払額

当月末未払額

支 給 総 額 月初再振替仕訳

月末振替仕訳

①

③

次の取引の仕訳を行い、さらに賃金手当勘定および未払費用勘定への転記と締切り

をしなさい。

7月 １日　前月末の未払額は90≤000円であった。

（未 払 費 用） 90≤000 （賃 金 手 当） 90≤000

２５日�　当月支給総額は５４0≤000円であり、預り金５0≤000円を差し引き現金で支

払った。

（賃 金 手 当） ５４0≤000 （預 り 金） ５0≤000

（現 金） ４90≤000

３１日　直接労務費３00≤000円と間接労務費２５0≤000円を消費した。

（仕 掛 品） ３00≤000 （賃 金 手 当） ５５0≤000

（製造間接費） ２５0≤000

３１日　当月末の未払額は１00≤000円であった。

（賃 金 手 当） １00≤000 （未 払 費 用） １00≤000

50≤000

490≤000

100≤000

640≤000

賃　金　手　当

7 /25

〃

31

預 り 金

現 金

未払費用

90≤000

300≤000

250≤000

640≤000

7 / 1

31

〃

未払費用

仕 掛 品

製造間接費

90≤000

100≤000

190≤000

未　払　費　用

7 / 1

31

賃金手当

次月繰越

90≤000

100≤000

190≤000

100≤000

7 / 1

31

8 / 1

前月繰越

賃金手当

前月繰越

【範例】
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⑶　賃金手当の消費額の計算と記帳

１．労働力の消費手続き

労働力の消費額は、その作業時間に対して計算される。

①　作業時間の把握

作業日報等により、作業時間を把握する。

②　消費賃金の記帳

作業日報に基づいて主要簿に消費賃金に関する記帳を行う。

会計係 原価計算係

②消費賃金の記帳①作業時間の把握

原
価
元
帳

製
造
間
接
費
元
帳

仕
訳
帳

総
勘
定
元
帳

作業員の消費手続き

２ ．労務費の計算と記帳

労務費は、直接労務費と間接労務費に分類され、実際作業時間に消費賃率を乗じて計算

し、次のように仕訳する。

（仕 掛 品） ××× （賃 金 手 当） ×××

（製造間接費） ×××

賃 金 手 当

実際作業時間
×

消 費 賃 率

支 給 総 額
前月末未払額

当月末未払額

仕　掛　品

製造間接費

直接労務費

間接労務費

原価計算表

仕掛品勘定に集計さ
れた直接労務費は、各
生産指示書別に原価
計算表にも集計される。
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①　実際作業時間の把握

作業員の就業時間は、以下のような作業内容に区分される。

直接作業時間…�特定の農産物 １作の生産に要した作業時間である。当該直接作業時間に

基づいて計算された労務費は直接労務費となる。

間接作業時間…�特定の農産物 １作に対して行う作業ではなく、共通的な作業などに要す

る作業時間である。当該間接作業時間に基づいて計算された労務費は製

造間接費となる。

手 待 時 間…�作業員の責任以外の原因によって作業が行えなかった時間であり、一時

的な天候不順によって作業が行えなくなった場合などの時間である。当

該手待時間に基づいて計算された労務費は間接労務費となる。

作業時間は、作業日報により作業内容が把握される。

②　消費賃率の計算

消費賃率は、一定期間の賃金手当を、その就業時間で除して求められる。

消費賃率＝ 賃金
就業時間

次の取引の仕訳を行い、さらに賃金手当勘定への転記と締切りをしなさい。ただし

使用する勘定科目は、下記の中から適切な科目を選択し、これ以外は使用しないこと。

現　　　　金　　　仕 掛 品　　　預 り 金　　　未 払 費 用

賃 金 手 当　　　製造間接費　　　賃 率 差 異

7月 １日　作業員の前月末未払額は１４0≤000円であった。

（未 払 費 用） １４0≤000 （賃 金 手 当） １４0≤000

２５日�　作業員の当月支給総額は１≤980≤000円であった。なお、預り金１３0≤000円を

差し引き１≤8５0≤000円を現金で支払った。

（賃 金 手 当）１≤980≤000 （預 り 金） １３0≤000

（現 金）１≤8５0≤000

３１日　作業員の実際就業時間の内訳は次のとおりであった。

　直接作業時間１≤800時間　間接作業時間１５0時間　手待時間５0時間

なお消費賃率は、実際消費賃率を採用している。

（仕 掛 品）１≤800≤000 （賃 金 手 当）２≤000≤000

（製造間接費） ２00≤000

【範例】
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３１日�　作業員の当月末未払額は１６0≤000円であった。また、賃金手当勘定におけ

る貸借差額を賃率差異勘定へ振り替えた。

（賃 金 手 当） １６0≤000 （未 払 費 用） １６0≤000

預 り 金
現 金
未 払 費 用

130≤000
1≤850≤000
160≤000
2≤140≤000

賃　金　手　当

7 /25
〃
31

未 払 費 用
仕 掛 品
製 造 間 接 費

140≤000
1≤800≤000
200≤000
2≤140≤000

7 / 1
31
〃

〈参　考〉

原価計算期間の要支払額　１≤980≤000円−１４0≤000円＋１６0≤000円＝２≤000≤000円

実際消費賃率　２≤000≤000円２
就業時間
≤000時間 ＝＠１≤000円／時間

直接労務費 １≤800時間×＠１≤000円 ＝１≤800≤000円

間接労務費 （１５0時間＋５0時間）×＠１≤000円＝ ２00≤000円

２≤000≤000円

３ ．予定消費賃率による直接工の労務費の計算

作業員の労務費の計算は、「実際作業時間×消費賃率」という算式を用いて行われたが、

材料費の計算の場合と同様に、消費賃率については、実際消費賃率にかえて予定消費賃率

を採用することも認められている。

①　予定消費賃率

予定消費賃率とは、将来の一定期間（通常は一会計期間）における実際の消費賃率を予

想することによって定められた賃率をいう。

②　予定消費賃率を採用する理由

作業員の労務費の計算にあたって、予定消費賃率が採用されるのは、計算の迅速化や農

産物原価の変動性の排除のためである。

③　賃率差異の計算

実際消費賃率と予定消費賃率が異なれば原価差異が発生する。この原価差異を賃率差異

といい、次の算式で計算され、借方差異
4 4 4 4

または貸方差異
4 4 4 4

を明示しなければならない。なお

賃率差異は、毎月末に翌月へ繰越される
4 4 4 4 4 4 4 4

。
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賃率差異＝実際作業時間×予定消費賃率－原価計算期間の要支給額

予　定＜実　際 ➡ 借方差異（原価差異の勘定の借方に記帳）

予　定＞実　際 ➡ 貸方差異（原価差異の勘定の貸方に記帳）

なお予定消費賃率を採用した場合、次のように記帳される。

イ　実際作業時間×予定消費賃率

（仕 掛 品） ××× （賃 金 給 料） ×××

（製造間接費） ×××

ロ　賃率差異（借方差異の場合）

（賃 率 差 異） ××× （賃 金 給 料） ×××

賃 金 給 料

実際作業時間
×

予定消費賃率
原価計算期間
の

要 支 払 額
賃 率 差 異

仕　掛　品

製造間接費

直接労務費

賃 率 差 異

借 方 差 異

間接労務費

原価計算表

予定消費賃率で計算
された直接労務費の場合も、
適切な製造原価として、
原価計算表に記入し、

集計される

①

②

次の取引の仕訳を行い、さらに賃金手当勘定への転記と締切りをしなさい。ただし

使用する勘定科目は、下記の中から適切な科目を選択し、これ以外は使用しないこと。

現　　　　金　　　仕 掛 品　　　預 り 金　　　未 払 費 用

賃 金 手 当　　　製造間接費　　　賃 率 差 異

7月 １日　作業員の前月末未払額は１４0≤000円であった。

（未 払 費 用） １４0≤000 （賃 金 手 当） １４0≤000

２５日�　作業員の当月支給総額は１≤980≤000円であった。なお、預り金１３0≤000円を

差引き１≤8５0≤000円を現金で支払った。

（賃 金 手 当）１≤980≤000 （預 り 金） １３0≤000

（現 金）１≤8５0≤000

【範例】
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３１日　作業員の実際就業時間の内訳は次のとおりであった。

　直接作業時間１≤800時間　間接作業時間１５0時間　手待時間５0時間

なお消費賃率は、予定消費賃率を採用し、 １時間あたり980円であった。

（仕 掛 品）１≤7６４≤000 （賃 金 手 当）１≤9６0≤000

（製造間接費） １9６≤000

３１日�　作業員の当月末未払額は１６0≤000円であった。また、賃金手当勘定におけ

る貸借差額を賃率差異勘定へ振替えた。

（賃 金 手 当） １６0≤000 （未 払 費 用） １６0≤000

（賃 率 差 異） ４0≤000 （賃 金 手 当） ４0≤000

預 り 金
現 金
未 払 費 用

130≤000
1≤850≤000
160≤000

2≤140≤000

賃　金　手　当

7 /25
〃
31

未 払 費 用
仕 掛 品
製 造 間 接 費
賃 率 差 異

140≤000
1≤764≤000
196≤000
40≤000

2≤140≤000

7 / 1
31
〃
〃

〈参　考〉

直接労務費 １≤800時間×＠980円 ＝１≤7６４≤000円

間接労務費 （１５0時間＋５0時間）×＠980円＝ １9６≤000

１≤9６0≤000円

原価計算期間の要支払額　１≤980≤000円−１４0≤000円＋１６0≤000円＝２≤000≤000円

賃率差異　１≤9６0≤000円−２≤000≤000円＝４0≤000円（借方差異）
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⑴　経費

経費とは、材料費、労務費以外の原価をいう。

減価償却費など…間接経費 預託費直接経費

⑵　経費の分類

１．形態別分類

農業簿記では、農業の種類に共通して、経費をおおむね次のように細分する。

①　農具費

②　修繕費

③　動力光熱費

④　共済掛金

⑤　減価償却費

⑥　地代賃借料

⑦　租税公課

また、耕種農業および畜産農業など農業の種類別に次の費目を追加する。

Ａ．耕種農業

①　作業委託費

②　農地賃借料

③　土地改良費

集落営農の場合に畦畔の草刈り、水管理・肥培管理作業などの農作業委託料にかかる費

用として圃場管理費を追加する。

Ｂ．畜産農業

①　診療衛生費

②　預託費
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③　ヘルパー利用費

なお、農産物加工を行う場合には、委託加工費および工場消耗品費などを追加する。

２ ．製品との関連における分類

経費は、原価の発生が一定単位の製品の生成に関して直接的に認識されるかどうかによ

り、直接経費と間接経費に分類される。

①　直接経費

直接経費とは、原価の発生が一定単位の製品の生成に関して直接的に認識される経費を

いう。農業簿記では、直接経費に分類されるものとしては預託費がある。

②　間接経費

間接経費とは、原価の発生が一定単位の製品の生成に関して直接的に認識されない経費

をいう。農業簿記では、預託費以外のほとんどの経費が間接経費に分類される。

⑶　経費の計算と記帳

１．経費の計算手続き

経費の計算手続きの一例を示すと次のようになる。

①　経費の把握

請求書、納品書などによって、経費の発生額を把握する。

②　経費の記帳

経費の計算手続き

会計係 原価計算係

②経費の記帳①経費の把握

原
価
元
帳

製
造
間
接
費
元
帳

仕
訳
帳

総
勘
定
元
帳

請求書
○○○　　　×××
○○○○　　×××
○○○○○　×××
○○○○○
○○○○　　×××

×××

請求書
○○○　　　×××
○○○○　　×××
○○○○○　×××
○○○○○
○○○○　　×××

×××

納品書
○○○　　　 ×
○○○○○　 ×
○○○　　　 ×
○○
○○○　　　 ×

×

納品書
○○○　　　 ×
○○○○○　 ×
○○○　　　 ×
○○
○○○　　　 ×

×
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２ ．経費の計算と記帳

①　経費の計算

経費は、その把握方法によって、支払経費、月割経費、測定経費、発生経費に分類さ

れ、次のように計算される。

イ　支払経費

支払経費とは、原価計算期間の消費額を当月の支払額や請求額に基づいて計算する経

費をいう。農業簿記では、作業委託費、農具費、雑費などがある。

なお、支払（請求）額の計算期間と原価計算期間が一致しない場合は、支払額に未払

額や前払額を考慮して原価計算期間の消費額を計算する。

未払額が生じる場合

当月の支払額

当月末未払額
支払額に加算

前月末未払額
支払額から減算

原価計算期間の

消費額

前払額が生じる場合

当月の支払額

前月末前払額
支払額に加算

当月末前払額
支払額から減算

原価計算期間の

消費額

ロ　月割経費

月割経費とは、原価計算期間の消費額の １年分または数カ月分の発生額を月割りにし

て計算する経費をいう。農業簿記では、減価償却費、地代賃借料などがある。

ハ　測定経費

測定経費とは、原価計算期間の消費額をメーターなどで自ら使用料を測定し、その使

用量に基づいて計算する経費をいう。農業簿記では、動力光熱費などがある。

ニ　発生経費

発生経費とは、原価計算期間の消費額を当月の実際発生額によって把握する経費をい

う。

農業簿記では該当するものがないが、工業簿記では棚卸減耗損などがある。
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次の資料に基づき、経費の当月消費額を計算しなさい。

費 目 内　　　　　　　　　　訳

作 業 委 託 費 前月末未払額 ３５≤000円 当月支払額 １00≤000円 当月末未払額 ５8≤000円

減 価 償 却 費 年間見積額 ２４0≤000円

動 力 光 熱 費 当月支払額 １２0≤000円 当月測定額 １１５≤000円

作 業 委 託 費 １２３≤000円 動 力 光 熱 費 １１５≤000円

減 価 償 却 費 ２0≤000円

〈参　考〉

作 業 委 託 費 １00≤000円−３５≤000円＋５8≤000円＝１２３≤000円

減 価 償 却 費　２４0≤000円１２カ月 ＝２0≤000円

②　経費の記帳

経費は、直接経費と間接経費に分類され、工業簿記では、次のように仕訳するのが原則

である。

（仕 掛 品） ××× （諸
※

勘 定） ×××

（製造間接費） ×××
※　諸勘定とは、現金、普通預金、未払金、減価償却累計額、材料などの勘定をいう。

農業簿記では、経費の記帳において、経費の発生総額を集計するために作業委託費など

の経費勘定を設定し、いったん経費勘定に原価計算期間の消費額を記帳し、仕掛品勘定ま

たは製造間接費勘定に振り替える。

農業簿記では、この場合、経費の発生について、次のように仕訳する。

（仕 掛 品） ××× （作業委託費） ×××

（製造間接費） ×××

【範例】
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次の取引の仕訳を行いなさい。ただし使用する勘定科目は、下記の中から適切な科

目を選択し、これ以外は使用しないこと。

材 料 費　　仕　　掛　　品　　未　　払　　金　　減 価 償 却 費　　

製 造 間 接 費　　修　　繕　　費　　作 業 委 託 費

⑴　支払請求書により集計された当月のジャガイモに関する
4 4 4 4 4 4 4 4 4

作業委託費は４0≤000円で

あった。

（仕 掛 品） ４0≤000 （作業委託費） ４0≤000

⑵　修繕費に計上した年間見積額は１４４≤000円であり、その月割額１２≤000円を製造間

接費に振り替えた。

（製造間接費） １２≤000 （修 繕 費） １２≤000

⑶　減価償却費の年間見積額は３00≤000円であり、その月割額２５≤000円を製造間接費

に振り替えた。

（製造間接費） ２５≤000 （減価償却費） ２５≤000

【範例】
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